
2025年５月16日開催
（個人投資家向けIRセミナー資料）

会社説明会資料

（証券コード：5858）



私たちＳＴＧは、マグネシウム合金、アルミニウム合金といった
軽量素材技術に注力し、自社製品（OEMを含む）の開発、
グローバル展開にも挑戦しています。
世界初の商品等、新たな価値創出にも積極的に取り組んでいます。

私たちが大切にしているのは、「未来を担う技術」を育てること、
そして「人を大切にする経営」です。
技術革新と人間力を融合させ、世界に通用する日本のものづくりを
これからも追求してまいります。

目標とするのは、【技術力、グローバル生産、強固なガバナンス】
をもつ、稀有なグロース企業として企業価値の向上を図り、
プライム市場への市場変更を目指したいと考えています。

株式会社STGはこれからも挑戦を続けてまいります。



商号 株式会社STG

銘柄コード 5858（東京証券取引所）

創業年月 1975年11月

代表者 代表取締役社長 佐藤輝明

本社所在地 大阪府八尾市山賀町六丁目82番地2

事業内容 金属部品鋳造及び加工事業

資本金 3億6,978万円 (2025年3月末時点)

従業員数 連結 829名
単体 56名 (2025年3月末時点)

会社概要

三つの輝き
お客様の
輝き

働く仲間の
輝き

社会全体の
輝き
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当社初代社長
佐藤武幸が創業

マグネシウム粉塵
爆発対策として

湿式集塵機を開発
(特許第3481487号)

ブラスト加工装置を開発
(特許第4249079号)

(注 )  

株式会社TOSEIを
子会社化

生産プロセスを拡大

STX Precision 
(JB) SDN. BHD.

を買収
子会社化

東京証券取引所
TOKYO PRO Market

株式を上場

株式会社TOSEIを
吸収合併

株式会社STGに
商号変更

深圳市
参輝精密五金
有限公司設立

三輝特殊技研
(香港)

有限公司設立

SONYノートPC
（VAIO）

筐体の加工開始

Panasonic向けＰＣ
（レッツノート・タフブック）

筐体生産開始
（TOSEIと取引開始）

日本初のマグネシウム専業メーカーとして
株式会社東静工業（後の、株式会社
TOSEI）が創業（現 静岡工場）

SANKI EASTERN
(THAILAND) 

COMPANY LIMITED
設立

（注）ブラスト加工とは粒状の研磨材を投射、衝突させることで物理的に加工を行う工法。

1982年6月

1997年

1998年8月

2004年4月

2006年5月

2011年6月

2011年9月

2011年12月

2015年4月

2019年6月

2021年3月

● 2 0 1 5年
経済産業省ダ イ バ ー シ テ ィ 経営企業１００選に選ばれ る

● 2 0 1 7年
ジ ャ パ ン ベ ン チ ャ ー ア ワ ー ド （ＪＶＡ） 2 0 1 7 中小機構理事長賞  受賞

受  賞  歴
award history1995年1985年

1975年11月

有限会社
三輝ブラスト
設立

会社概要  -沿革

東京証券取引所
グロース市場
株式を上場
2024年3月

¥

株式会社TOSEI
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未来の社会に貢献する、軽量化ソリューションを創造しています。

実用金属で最も軽いマグネシウムを中心とした
様々な工業製品の部品を製造加工することを
得意としている会社であり
金型の設計・製造、金属部品の鋳造、機械加工、ショットブラス
ト、仕上げ、化成処理、塗装、組立までを行う事業を展開してお
ります。
アルミニウムダイカストについては、STX PRECISION (JB) SDN. 
BHD.を中心に、品質を維持しつつ、軽量化とコストダウンをはか
ることを目的としたグローバル企業に製品を供給しています。

会社概要  -事業内容
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会社概要  -事業内容 (主な取扱製品 )
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自動車メーターパネル

自動車メーカー業界
材質 マグネシウム合金

光学機器フルサイズ ミラーレスの外装シャーシ

映像機器メーカー業界
材質 マグネシウム合金

監視カメラ

映像機器メーカー業界
材質 アルミニウム合金

ムービーカメラのハウジング

映像機器メーカー業界
材質 マグネシウム合金

エンジンベース

映像機器メーカー業界
材質 マグネシウム合金

LEDヒートシンク

照明機器メーカー業界
材質 マグネシウム合金

※画像 は イ メ ー ジ 画 で す

※

※

※ ※

※

※



（出展：Kabutan）

株価推移
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2 0 2 5年３月期
通期業績1.



2024年３月期
通期実績

2025年３月期
通期実績

前期比

増減額 増減率（％）

売上高 5,242 6,426 +1,184 +22.6％

営業利益 298 485 +187 +62.7％

営業利益率 5.7％ 7.5% +1.9％ -

経常利益 300 513 +213 +70.6％

経常利益率 5.7％ 8.0% +2.3％ -
親会社株主に帰属する
当期純利益 198 389 +191 +96.5％

自己資本利益率（ROE） 13.5％ 18.9％ +5.4％ -

業績サマリー（Ｐ/Ｌ）

単位：百万円

４期連続で最高売上を更新、また３期連続で最高益を更新。
連結売上高、営業利益、経常利益、当期純利益は、過去最高更新

売上高 6,426 百万円
前期比+22.6％

営業利益 485 百万円
前期比+62.7％

経常利益 513 百万円
前期比+70.6％

当期純利益 389 百万円
前期比+96.5％



売上・営業利益の推移表
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売上の増減分析

594

311
202 △ 70

147

単位：百万円

2024/3月期 2025/3月期

5,242

6,426

マグネシウム部品及びアルミニウム部品の売上げが共に伸びたことにより、各拠
点で総じて売上高が増加した。特にタイ子会社においては、マグネシウムダイカ
ストの自動車部品の伸びが顕著であった。

タイ子会社
売上増加

国内
売上増加

中国子会社
売上増加

連結調整

マレーシア
子会社
売上増加



営業利益の増減分析

298

1,184

△ 738
△ 82

△ 62
△ 113

485

売上高の増加

売上高の増加に伴う
原材料費等の増加

人件費の増加
その他

単位：百万円

2024/3月期 2025/3月期

売上高の増加により、営業利益は前期比187百万円増加（62.7％増加）。
人件費の増加は賃上及び増産による人員増加が影響した。

減価償却費の
増加



業績サマリー（Ｂ/Ｓ）
単位：百万円

2024年３月期
通期実績

2025年３月期
通期実績

前期比
増減額 増減要因

流動資産 3,352 3,967 +614 業容拡大による増加

固定資産+繰延資産 2,539 2,685 +146 設備投資の実施による増加

資産合計 5,891 6,652 +761

流動負債 2,421 2,485 +64 業容拡大による増加

固定負債 1,763 1,743 △20

負債合計 4,185 4,228 +43

株主資本 1,518 1,967 +449 利益計上による増加

その他の包括利益等 187 456 +268 為替換算調整勘定の増加

純資産合計 1,706 2,423 +717

負債純資産合計 5,891 6,652 +761

自己資本比率 29.0% 36.4% +7.5％



国別売上高

724

1,256

2,268 

2,175

2025年3月期
6 ,426百万円

593 

945 

1,674 

2,029 

日本 中国 タイ マレーシア

（注）売上高は生産した工場の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
 なお、中国には香港を含んでおります。
（有価証券報告書ベースのセグメント情報は、顧客の所在地を基礎としております。）

2024年３月期
5 ,242百万円

（39％）

（11％）

（18％）

（32％）

（34％）

（11％）

（20％）

（35％）

日本

中国
マレーシア

タイ

日本

中国

タイ

マレーシア



2 0 2 6年３月期
業績予想2.



5期連続で最高売上、4期連続で最高益の更新を見込んでおります。
しかしながら、トランプ米大統領の関税政策や米中貿易摩擦などによって、世界経済は大き
な下振れリスクに直面し、不透明感が広がっています。当社の業績は、増加基調を保ちなが
らも、増加幅は抑制がされる可能性が高いと考えております。自動車分野への売上依存から
収益性の高い他分野への転換を進めています。

業績予想サマリー（Ｐ/Ｌ）

※業績予想においては、M＆A等未決定事項に関する損益、及び為替差損益等は見込んでおりません。
なお、想定している為替レートは以下の通りです。USD: 147円 HKD: 19円 RMB: 20円 THB: 4.4円 MYR: 34.5円

※2025年４月１日付けで普通株式１株を２株に株式分割しております。2025年3月期の期首に当該株式分割が行われたと
仮定して、「１株当たり当期純利益」を算定しております。

単位：百万円
2025年３月期
通期実績

2026年３月期
通期予想 増減額 増減率

売上高 6,426 6,560 +134 +2.1%

営業利益 485 570 +85 +17.5%

営業利益率 7.5% 8.7% +1.1% －

経常利益 513 575 +62 +12.1%

経常利益率 8.0% 8.8% +0.8% －

親会社株主に帰属する当期純利益 389 423 +34 +8.7%

１株当たり当期純利益 190円63銭 206円35銭 +15円71銭 +8.2%

※2026年３月期の配当金につきましては、普通株式１株あたり20円を予定しています。



中期経営計画の
進捗状況3.



生産能力の向上
人員の確保

収益力を
維持拡大
させるための
技術の継承

課題を解決
させるための
資金調達

中期経営計画【Chal lenge100】では、目標達成に向けて、
取り組むべき課題として以下の3つを上げています。

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

ビジョンへの課題



積極的な設備投資の継続1

新たな生産拠点の整備2

マレーシア工場では、アルミニウム合金部品の生産能力を拡大させるとともに、
マグネシウム合金部品の取扱いも開始させるための設備投資の準備を進めています。

地政学的リスクを勘案し、かつASEANでの生産能力向上のため、調査を進めてま
いりました。

課題への取組 <Ⅰ.生産能力の向上、人員の確保>

積極的な資金調達（優先株式の発行・銀行借入の活用）
マグネシウム合金部品の生産ラインの新設については、これまで進めてきた
2025年4月に行政当局からの許可を得る事ができました。

フィリピンへの進出に向けて計画立案を進めています。



周辺事業への事業領域の拡大3

M＆Aの活用4

従来外注していた金型製造工程の内製化に取り組んでいます。業務の内製化を
図り利益率の向上につなげると共に、当社の金型技術力向上に努めたいと考えて
おります。

ASEAN地域でのM＆Aに向けて候補先の選定作業を進めています。
対象先は、数社に絞っていますが、当社の事業とのシナジー効果を重視した選定を行って

います。
2025年5月13日に公表しました優先株式の発行については、M＆Aを実施していくための

銀行借入余力を一層拡大させるために有効であると認識しております。

課題への取組 <Ⅰ.生産能力の向上、人員の確保>

タイ工場において、外注先であった金型製造メーカーの事業再編にあわせて
同社の設備を購入しました。



既存の技術やノウハウを活かし、多様なニーズに対応することで、さらなる客層の拡大を行っ
てまいりたいと考えております。具体的には、従前マグネシウムが活用されていなかった製品へ
の応用等について新規のお客様からの問い合わせが増加しています。

厳格な品質管理体制を構築し、各工程での検査と改善を徹底することで、安定した品質を維
持し続けています。

高品質へのこだわりの徹底1

様々な製造手法への対応2

課題への取組 <Ⅱ.収益力を維持拡大させるための技術の継承>

品質向上に向けた取り組みを継続しており、一部のお客様からは、品質管理の数値
基準が改善されていることを評価いただき、新たな受注に繋がっています。

マグネシウムの活用に関する引き合いが多く、消費者向けの製品の開発
にも取り組んでいます。（BtoC事業）
製品化ができましたら別途プレスリリースさせていただきます。



普通株式の希薄化に配慮した優先株式での資金調達を実施いたします。
具体的には、普通株式への転換は可能であるものの、転換価格を当社の上場来高値より
も高い１株2,500円に設定し、転換する普通株式の株数を抑制いたします。
第三者割当先は、政府系金融機関である日本政策投資銀行に引き受けていただくことで、
転換価格を上回った後の市場への株式放出にもご配慮いただけるものと認識しております。
（具体的な優先株式の内容につきましてはP.20をご参照ください）

今回の優先株式発行により、中期経営計画で目標としている自己資本比率の維持を図り
ながら、設備投資やM＆A等に必要な資金を、積極的に銀行借入を活用し、調達したいと
考えております。

積極的な資金調達1

課題への取組 <Ⅲ.課題を解決させるための資金戦略>



配当性向の目標を20%程度とするなか、2025年３月期に続いて、2026年３月期も
普通株式の増配を予定しております。
なお、優先株式については、配当率が固定されているため、増配はありません。

株主還元を意識した資本戦略2

課題への取組 <Ⅲ.課題を解決させるための資金戦略>

【 配当実績及び予定 】
24.３月期実績 １株あたり25円

25.３月期（当初予想） １株あたり30円
25.３月期（配当修正） １株あたり35円
2025年4月1日 株式分割（1：2）
25.３月期（配当予想） １株あたり17.5円（35円÷2）
26.３月期（配当予想） １株あたり20円



優先株式の発行
に関する補足説明4.



優先株式とは

優先株式とは、種類株式の一種で、ほかの株式に比べて優先
的地位を持っている株式のことです。
多くの場合、配当（剰余金）や会社清算時の残余財産を
普通株式より優先して受ける権利を有する一方、議決権に
一定の制限が付された株式を指します。
一般的に、優先株式が上場されるケースは稀です。

【語句説明】



優先株式とは

今回当社が発行する優先株式は、転換型優先株式です。

転換型優先株式とは、議決権は付与されないが、優先配当の受領権、残余財産分配の優
先権を有し、また、一定の場合に普通株式を取得対価として当社に当該優先株式の取得を
請求する権利が付された株式です。

【今回のスキーム】

この仕組みを活用し、普通株式への転換価格を現在の市場価格から大幅に引き上げた
水準に設定することで、成長ステージにある当社において、既存株主の株式価値を損なう
可能性を極力排除した資本調達手段として取り組むことといたしました。

POINT



本優先株式発行の目的と背景

中期経営計画の中で、将来に向けた成長基盤の構築のために、銀行借入のみで
なく種類株式を活用したバランスのとれた資金調達を計画しておりました。
今回の優先株式発行は、この一環であり、資金調達を積極的に実施し、今後の
成長のために設備投資やM＆Aに取り組んでまいります。



今回取組む優先株式の概要・特徴
① 資金調達額 500百万円
② 引受先 株式会社日本政策投資銀行
③ 金銭及び普通株式（ロックアップ期間 1年）で当社が買取することが可能
④ 普通株式への転換価格 2 ,500円

当社株式の過去最高値よりも高い水準にならないと普通株式への
転換は行われない（既存株主の株式価値を極力希薄化させない）

⑤ 普通株式議決権の希薄化
優先株式に議決権はない。普通株式に転換した場合、議決権の希
薄化が発生するが、転換価格が高いため、希薄化率が抑制される。
引受先が政府系投資銀行であるため安心感がある。

⑥ 優先配当率は、固定であり、増減配しない。
⑦ 日本政策投資銀行は、本件取組みを通じて、『マグネシウム合金部品を

主軸とした軽量化部品事業のグローバルニッチカンパニーを目指すSTGの
事業拡大を支援する』とプレスリリースされています。



サステナビリティ5.



◆取り組み内容

マグネシウムは、リサイクル性が高く、
プラスチックに代わる次世代の素材として
期待を集めています。
私たちは、マグネシウムを取扱うリーディン
グカンパニーとして、持続可能な社会を目
指すなかでリサイクル性の高いマグネシウ
ムの再利用を徹底しています。
環境負荷低減に取り組みながら質の高い
部品作りに取り組んでおり、現在は、製造
工程で発生するマグネシウム切り屑の
1 0 0％再生を目指しております。

サステナビリティ（未来を担う技術）



◆取り組み内容

当社グループは、様々な国にある生
産現場において、すべての人が貧困に
陥ることなく、平等に、男性も女性も、
働きがいのある人間らしい仕事をでき
る環境を整えてまいりたいと考えてお
ります。
全ての人が能力を高め、社会的、経
済的、政治的に取り残されないように
することが必要であると考えておりま
す。

サステナビリティ（人を大切にする経営）



A p p e n d i x6.



拠点別の業績

業績サマリーSTG（日本） 中国工場（香港含む）

百万円 24/3期 25/3期
前期比

増減額 増減率
（％）

売上高 1,402 1,603 +201 +14.4

売上総利益 526 628 +102 +19.5

営業利益 17 53 +36 +217.6

経常利益 92 295 +202 +217.8

（注）各計数は、内部取引消去前の数値です。

百万円 24/3期 25/3期
前期比

増減額 増減率
（％）

売上高 945 1,256 +310 +32.9

売上総利益 270 343 +73 +27.1

(調整後)
営業利益 170 231 +61 +35.8

(調整後)
経常利益 169 227 +58 +34.3

（注）1.
2.
各計数は、内部取引消去前の数値です。
表中ではグループ内のロイヤリティの影響を除く目的で
営業利益及び経常利益の調整をおこなっております。な
お、ロイヤリティの調整を除く営業利益は、 24/3月期
38百万円、25/3月期73百万円となります。経常利益は、
24/3月期38百万円、25/3月期69百万円となります。



拠点別の業績

タイ工場 マレーシア工場

百万円 24/3期 25/3期
前期比

増減額 増減率
（％）

売上高 1,674 2,268 +594 +35.5

売上総利益 263 409 +146 +55.5

(調整後)
営業利益 124 205 +80 +64.7

(調整後)
経常利益 101 218 +116 +114.5

（注）1.
2.
各計数は、内部取引消去前の数値です。
都度ロイヤリティの見直しをおこなっているため、表中
ではロイヤリティの影響を除く目的で営業利益及び経常
利益の調整をおこなっております。なお、ロイヤリティ
の調整を除く営業利益は、 24/3月期58百万円、25/3
月期119百万円となります。経常利益は、24/3月期35
百万円、25/3月期131百万円となります。

百万円 24/3期 25/3期
前期比

増減額 増減率
（％）

売上高 2,029 2,175 +146 +7.2

売上総利益 483 604 +121 +25.1

(調整後)
営業利益 267 366 +98 +36.9

(調整後)
経常利益 272 358 +85 +31.4

（注）1.
2.
各計数は、内部取引消去前の数値です。
都度ロイヤリティの見直しをおこなっているため、表中
ではロイヤリティの影響を除く目的で営業利益及び経常
利益の調整をおこなっております。なお、ロイヤリティ
の調整を除く営業利益は、24/3月期191百万円、25/3
月期246百万円となります。経常利益は、24/3月期196
百万円、25/3月期238百万円となります。



本資料の取扱いについて
本資料は、情報提供を目的として当社が作成したものです。

本資料には、将来の見通しに関する記述が含まれおり、これらの将来の見通しに関
する記述は、本資料の日付時点において当社が利用可能な情報に基づいて作成され
ています。これらの記述は、将来の結果や業績を保証するものではありません。
このような将来予想に関する記述には、既知及び未知のリスクや不確実性が含まれ
ており、その結果、将来の実際の結果や業績は、将来予想に関する記述によって明
示的又は黙示的に示された将来の結果や業績の予測とは大きく異なる可能性があり
ます。
これらリスクや不確実性には、国内および国際的な経済状況の変化や、当社が事業
を展開する業界の動向などが含まれますが、これらに限定されるものではありませ
ん。
また、本資料に含まれる当社以外に関する情報は、公開情報等から引用したもので
あり、かかる情報の正確性、適切性等について当社は何らの検証も行っておらず、
またこれを保証するものではありません。
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